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（仮称）大阪産業創造館 完成予想図

決 算 と 財 政
問 平成１０年度決算の状況は
答 市税収入が前年度に比べ３６５億円、

率にして４．７％減少し、２年連続して前

年度を下回り、減少額・率ともに現行

税制始まって以来、最大となった。こ

の主な理由は、個人市民税の特別減税

が実施されたことに加えて、法人市民

税が長引く景気の低迷を反映して２年

連続で前年度実績を下回ったこと、さ

らに固定資産税や都市計画税について

も地価下落を反映させるため土地の価

格修正を行ったことにより、２年連続

して減少したことなどである。

このような状況のもと、市民の福祉・

健康・安全などにかかわる施策を着実

に進めながらも、後年度の財政負担も

考慮して投資的経費等の抑制に努めた

結果、歳出規模はほぼ横ばいになって

いる。

また、起債については、全体として

３％増加し、市債残高についても、初め

て一般会計の決算規模を上回り、１兆

９，３９７億円となっている。

財政構造の硬直化を示す
※

経常収支比

率は、公債費や扶助費、管理運営経費

などの義務的経費の増加に加え、市税

収入が前年度を下回ったことなどによ

り、３．５％上昇し、８７．４％となり、現在

のような一般会計の形式となった昭和

３９年度決算以降では一番高い数値とな

り、財政の硬直化が一層進んでいる。

経常収支比率…人件費などの経常経費に、

地方税などを中心とする経常的な収入たる

一般財源がどの程度充当されているかを示

す値で、財政構造の弾力性を判断する指標。

問 今後の財政運営は
答 財源の積極的な確保はもちろんの

こと、特に総合計画２１中期指針を踏ま

え、施策の優先順位を厳しく選択し、

限られた財源を重点的に配分していく

とともに、行財政改革基本方針とその

実施計画に基づき、事務事業の見直し

を引き続き推進していく。また、現在

検討中の事業評価システムの活用も視

野に入れながら、財政的な工夫を重ね

ていきたい。さらに、新規事業のみな

らず既存事業についても、積極的にサ

ンセット方式を活用するなど、簡素で

効率的な行財政運営に努めるととも

に、国に対しては、市会の力添えも得

ながら大都市の実態に即応した税財政

制度の確立を粘り強く要望していく。

サンセット方式…予算や行政組織の肥大化

を防ぐため、事業などにあらかじめその終

期を設定する方法。

行 財 政 改 革
問 行財政改革の推進策は
答 平成８年度に策定された実施計画

に基づき積極的な事務事業の見直しを

行う中で、所期の目標である３０００人を

超える見直しが達成できるものと考え

ている。しかし、本市職員数は、平成８

年４月と平成１１年７月の比較で、出向

者を含め９５１人の純減となっているが、

この大半は交通局・水道局であり、市

長部局では、介護保険の実施など、実

施計画策定後の新たな行政要素に対応

しながら着実に見直しを進めてきた

が、約４０人の純減にとどまっている。

現計画期間終了後の１３年度以降につ

いても、中長期の視点に立って、数値

化できるものについては数値目標を掲

げるなど、市民にとってわかりやすい

明確な計画を策定していきたい。
問 特殊勤務手当の見直しは
答 給与条例主義の徹底という観点か

ら、一定の見直しをした上で、１１年度

末には、現行の規則を基本に条例化し

ていきたい。また、特殊勤務手当の本

来の趣旨を踏まえ、本年の秋ごろをめ

どに改定作業を進め、時代になじまな

くなったものは廃止し、新たに必要と

するものは新設するなど、１３年度当初

には、より今日の職場実態に即した制

度が実施できるように努めたい。
問 事業評価システム導入に向けた取

組みは
答 昨年１１月に出された研究会の基本

的な考え方を踏まえ、１２年度より導入

するべく準備を進めていきたい。また、

評価内容の点検や外部評価について

も、導入に向けての方針を策定する中

で検討していくとともに、評価結果の

公表についても今後の検討課題と認識

している。導入に当たっては、職員の

自主的な取り組みが全庁的に広がり、

本市に適合した実効性あるシステムと

して定着するよう体制についても検討

し、予算編成への活用も念頭に置きな

がら、積極的に取り組んでいきたい。

高 齢 者 施 策
問 介護保険制度導入に向けた取組みは
答 「国の介護保険法の円滑な実施の

ための特別対策」については、財源問

題を含め、その詳細な内容を見定めな

がら、介護予防・生活支援対策などの

高齢者施策にかかわる分野は、新しい

高齢者保健福祉計画の中で検討し、介

護保険にかかわる分野は、全般にわた

り実施する方向で検討を進めていきた

い。また、当事者間のトラブルに対し、

中立的な立場で解決に当たる第三者機

関の設置については、介護保険事業計

画策定委員会に法律の専門家が参画す

る専門委員会を設置し、権能や権限等

についての検討を進め、本年１０月頃を

めどに設置していきたい。

問 大阪市社会福祉協議会（市社協）

のホームヘルプ事業は
答 介護保険の導入により事業の運営

が困難になるとともに、多数の民間事

業者の参入が予測されるため、事業の

大幅な縮小を図る必要がある。ヘルパ

ーの新しい職域への転用については、

新しい高齢者保健福祉計画などに基づ

く事業を検討する中で、十分精査して

いきたいと考えている。現行のサービ

ス利用者の混乱を避け、市社協におけ

る激変を緩和するために、来年４月か

ら３年間の経過期間を設け、介護保険

の導入に伴う事業を円滑に進めていき

たい。
問 新しい高齢者保健福祉計画の策定は
答 介護保険の円滑な運営を目指し

て、施設等の基盤整備を進めるととも

に、介護保険給付外のサービスを含め

た保健・福祉サービスが適切に提供さ

れるよう施策の充実を図っていく。ま

た、「健康づくり支援」や「生きがいづく

り支援」、地域ネットワーク機能を活用

した「地域生活支援」を充実していき

たい。今後は、国庫財源の確保にも努

めながら、関係局とも十分協議を行い、

おとしよりが安心していきいきと生活

できるよう全力で取り組んでいきたい。

中小企業支援策
問 中小企業への支援策は
答 大阪経済の活性化は、まちづくり

や福祉の充実のためにも必要であり、

国際集客都市づくりは、そのための都

市戦略である。これまで中小企業の経

営安定を図るため、貸し渋り対策など

を信用保証協会を通じて行ってきた

が、それだけではなく産業構造を転換

するため、新しいビジネスの創出や既

存企業の再生が必要である。

そのため、現在建設中の大阪産業創

造館では、今後、中小企業の活躍が期

待できる情報通信や福祉などの様々な

分野で、事業提携や販路拡大、投資な

ど、ビジネスチャンスにつながる交流

などを積極的に進め、生きたビジネス

情報がやりとりされる場にしていきた

い。また、中小企業の技術開発力を向

上させるためには、大学や公設研究機

関と中小企業の間で、技術移転を初め

広範囲な産学連携を活発化させていく

ことが重要であり、こうした研究機関

と中小企業を橋渡しするコーディネー

ト役を果たしていきたい。

オリンピック
問 ＩＯＣ（国際オリンピック委員会）

に立候補届提出後のオリンピックの招

致活動は
答 国際的な招致活動は９月のＩＯＣ

理事会での正式立候補都市決定まで禁

止されているが、大阪という都市をＰ

Ｒすることは、何らＩＯＣルールに抵

触しないので、在外公館や日本人会、

商社のネットワークを通じてＰＲする

とともに、インターネットなどのメデ

ィアや帆船あこがれワールドセイル

２０００を活用するなど、多様な方法で、

スポーツパラダイス大阪をＰＲしてい

きたい。９月以降の招致活動について

は、ＩＯＣ委員の候補都市への訪問、

候補都市のＩＯＣ委員への訪問が禁止

されている中、ＩＦ（国際競技連盟）

の影響力が非常に強くなってきている

ため、ＩＦに対し、大阪の競技開催能

力、スポーツへの強い関心をアピール

していきたい。

また、パラリンピックについても、

全体の計画づくりを進めているところ

であり、障害のある選手のアクセスを

十分に考慮した会場計画や利用しやす

い選手村の検討を進めている。また、

交通機関やスポーツ施設など、各種建

築物の
※

バリアフリー化は、長期間にわ

たって人にやさしいまちづくりを推進

してきた成果であり、アピールポイン

トであると考えている。
バリアフリー…障害者・高齢者などの日常生活

や社会活動に妨げとなる障壁を取り除くこと。

庁舎移転問題
問 ＷＴＣ（ワールドトレードセンタ

ー）の経営状況と庁舎移転の効果、市

民への影響などは
答 ＷＴＣ事業は、だれもが予想もし

なかったような経済の激変、長期的な

景気の低迷により、厳しい経営状況に

直面しており、結果として事業の見通

しが甘かったと認識している。

そのような認識に立った上で、ベイ

エリアは２１世紀の大阪の発展をリード

する地域であり、その活性化は市政の

最重要課題の一つである。今後、２００８

年オリンピックの招致を視野に入れ、

本格的に開発を進めていくことになる

が、基盤整備を担当する建設・下水道・

港湾・水道の４局をＷＴＣに集約する

ことによって、効率的・効果的な事業

推進が可能となると同時に、ＷＴＣの

経営支援、ひいては本市財政の健全化

に寄与することになる。

今回の庁舎移転に当たっては、利用

者の負担増や市民サービスの低下を来

さないことが大前提であり、庁舎の跡

利用については、地域の特性を踏まえ、

人口回復につながる住宅の開発や市民

利用施設の設置など、資産の有効活用

が図られるよう十分に検討していきた

い。また、職員の勤務労働条件等につい

ても関係先と十分協議していきたい。
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１２月・1月定例会

大阪市会は、１２月・１月定例会を１２月１５日から１月２６日まで
開きました。
この定例会では、去る９月・１０月定例会最終日に提案され、
閉会中も継続して審査することになっていた平成１０年度の準公
営企業会計（市民病院、中央卸売市場、港営、下水道の４事業）
の決算報告と、新たに提案された平成１０年度の一般会計などの
決算報告とを併せて審議し、決算特別委員会での審査を経たあ
と、賛成多数によりいずれも認定しました。
このほか、公共事業の追加などに対処するための補正予算を
はじめ「ホームレス対策に関する意見書」など合わせて３３件の
案件を可決しました。

決算特別委員会での主な論議

平成１０年度

大阪市会だより

市会本会議場（傍聴席から）

１月１１日～１４日・１７日の５日間、各会派の
委員によって様々な論議が交わされました。
その主な内容を紹介します。

市 会 の 動 き
〔１２月・１月定例会 〕
１２．８（水） 招集告示

１０（金）・１３（月）

常任委員会（事前調査等）

１５（水） 本会議＜開会＞（一般会計
等決算の市長説明など）

１６（木） 決算特別委員会（説明等）

１７（金） 決算特別委員会（実地調査）

１．１１（火）～１４（金）・１７（月）

決算特別委員会（質疑）

２１（金） 常任委員会（請願書・陳情

書の審査）

２４（月） 常任委員会（事前調査等）

２６（水） 決算特別委員会（態度決定）

本会議（準公営企業会計・
一般会計等決算の認定など）

＜閉会＞

編集と発行…大阪市会事務局調査課 大阪市北区中之島１‐３‐２０�６２０８‐８６９４
大阪市会ホームページアドレス…http://www.city.osaka.jp/shikai/

大丸委員長の審査報告

定 数 ９０人（欠員１人）

市会の構成

自 由 民 主 党 ３４人

公 明 党 １９人

日 本 共 産 党 １５人

民主党・市民連合 １１人

民 友 ク ラ ブ ９人

無所属市民クラブ １人

（平成１２年２月１５日現在）

平成12年3月

会派別
議員数

【財 政 関 係】
・市税徴収率低下の原因とその対策 ・府立中之島図書館の用地問題

・５年債の発行 など

【高齢者施策関係】
・低所得者のための介護保険料の減免 ・民間事業者の支援策

・健康と生きがいづくり など

【オリンピック招致関係】
・子どもオリンピックの開催による招致ムードの盛り上げ

・オリンピック会場となる舞洲での記念イベントの開催 など

【庁舎移転関係】
・ＷＴＣ本来の事業目的 ・ＷＴＣの自主努力

・第三セクター経営の公民共同責任 ・融資条件の見直し など

【教育や子育て支援関係】
・学習障害（ＬＤ）への取り組み ・中学校の部活動の活性化

・社会人経験者の教員採用 ・児童いきいき事業の充実

・子どもへの暴力や性被害に対する取り組み など

【まちづくり関係】
・夢洲のまちづくり計画 ・エコタウン事業への取り組み

・阿倍野再開発事業Ａ－２地区計画 など

【そ の 他】
・区役所からの情報提供 ・消費者行政の再構築

・入札制度の改善 ・障害者問題

・階段室型中層市営住宅のエレベーター設置 など

可決された意見書 ・ 決 議
○ホームレス対策に関する意見書

○結核対策の積極的な推進に関する決議

（以上、平成１１年１２月１５日可決）

○臍帯血利用料の保険適用等を求める意見書

○インターネットの有効活用に資するための法整備に関する意見書

○庁舎の移転、集約化に関する決議

○ニュートラム添乗員の廃止に際して万全の対策を求める決議

（以上、平成１２年１月２６日可決）

その他の質疑項目

平成１２年度の予算案を審議する３月定例会が、３月１日から３月２９日まで開か
れます。本会議の模様は直接傍聴することができます。また、常任委員会の模様
は市役所内に設置のモニターテレビでご覧いただけます。
なお、会議の日時などについては、インターネット「大阪市会ホームページ」

（アドレス…http：／／www．city．osaka．jp／shikai／）でもご覧いただけます。
問合せ…市会事務局調査課�６２０８―８６９４へ。

お 知 ら せ

決算特別委員会委員
委 員 長 大 丸 昭 典（自民）

副委員長 � 野 伸 生（自民） 待 場 康 生（公明）

委 員 舟戸 良裕（自民） 足� 將司（自民） 床田 正勝（自民）
大西 宏幸（自民） 坂井 良和（自民） � 昭二郎（自民）
柳本 顕（自民） 河本 正弘（公明） 井手 勝子（公明）
一色 孝之（公明） 石原 信幸（公明） 瀬戸 一正（共産）
矢達 幸（共産） 山中 智子（共産） 関根 信次（共産）
広岡 一光（民主） 和田 充弘（民主） 紀野 敏明（民主）
田中ゆたか（民友ク） 松崎 孔（民友ク）

平成１０年度準公営企業会計決算の概要
会 計 収 益 費 用 差 引

平 成１０年 度 末
未処分利益剰余金
△未処理欠損金

市 民 病 院
億
４９２

万円
５，２３５

億
４９５

万円
７，６５８

億
△ ３

万円
２，４２３

億
△３０１

万円
７，５５７

中央卸売市場 ７７ ６，９０５ ９９ ９，５５４ △２２ ２，６４９ △ ７１ ４，７５３

港 営 ７９ ６，４４１ ７５ ２，４８０ ４ ３，９６１ ４ ３，９６１

下 水 道 ８８７ ６，５４９ ８７０ ５，９５３ １７ ５９６ △１１７ ３，７５９

平成１０年度一般会計等決算の概要
会 計 歳 入 歳 出 差 引

一 般 会 計
兆
１

億
８，７４２

万円
１，５２５

兆
１

億
８，６０１

万円
４，７０８

億
１４０

万円
６，８１７

特 別 会 計

大学医学部付属病院 ３４７ ７，７５９ ３４７ ７，７５９ ０
食 肉 市 場 ５１ ４，４５２ ５１ ４，４５２ ０
市 街 地 再 開 発 ４７７ ８５５ ４７７ ８５５ ０
駐 車 場 ２７ ４，２８２ ２７ ４，２８２ ０
有 料 道 路 １１ ８，６５８ １１ ８，６５８ ０
土 地 先 行 取 得 １，９９３ ３，９１７ １，９９３ ３，９１７ ０
母子寡婦福祉貸付資金 ３ ７，９０１ ３ ２，３５６ ５，５４５
国 民 健 康 保 険 ２，１８３ ３，０６６ ２，３９７ ８，６７６ △２１４ ５，６１０
心身障害者扶養共済 ４ ８，５０１ ４ ８，５０１ ０
老 人 保 健 医 療 ２，３６７ ３，２２８ ２，３６３ ９，８４１ ３ ３，３８７
公 債 費 ９，７８１ ５，７０５ ９，７８１ ５，７０５ ０

平成12年3月�大阪市会だより

�

メイン会場が予定されている舞洲スポーツアイランド

※

（平成１２年１月５日現在）
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